
 

 

 

     東洋経済 
「ＣＳＲ企業ランキング 2025年版（第19回）」の結果 
 

 

 株式会社東洋経済新報社（本社：東京都中央区、代表取締役社長 山田 徹也）は、CSR（企業の社会的責任）と財務の両データか
ら「信頼される会社」を見つける「CSR企業ランキング」を毎年作成しております。このたび、第19回のランキング結果がまとま
りましたので、発表いたします。 
 
富士通が初の総合ランキングトップ 
 「CSR企業ランキング2025年版（第19回）」の総合ランキングは、富士通が初の1位となりました。部門別では人材活用30
位、環境4位、企業統治＋社会性2位、財務31位と、全部門で前回より順位を上げました。 
 同社は顧客のビジネス成長と社会課題解決に挑むソリューション「Fujitsu Uvance」を全社で推進しています。サステナビリティ
担当役員としてチーフ・サステナビリティ＆サプライチェーン・オフィサー（CSSO）を置き、サプライチェーン全体で取り組みを
進めるなど、事業と連携した活動が特徴です。具体的には、取引先にCO2削減目標の設定を要請するとともに、説明会や勉強会を開
催するほか、二次サプライヤー向けには説明資料を無償提供するなどの取り組みを行っています。環境面では、ブロックチェーン技
術を活用して、温室効果ガス（GHG）の企業・業種横断的なトレーサビリティを実現するサービスも展開しています。また、テレワ
ークを基本とした勤務形態を採用し、コアタイムのないフレックスタイム制度を導入するなど、従業員の働きやすさにも配慮してい
ます。テレワークの利用率は75％に上ります。1～3週間を目安に通常外の場所や地域にプライベートで滞在しながら業務ができる
ワーケーションも可能です。 
 2位は2年連続でJTとなりました。部門別では人材活用30位、環境43位、企業統治＋社会性6位、財務18位といずれも上位
を維持しました。同社は海外の広範なサプライチェーンで、「耕作労働規範」を基に葉タバコ生産者の生活改善に取り組んでいます。
2023年度には直接契約農家65,315世帯を支援しました。国内では、NPOと連携して途上国に給食を届けるウォーキングラリーを
開催し、2022年度には延べ6,009人の社員が参加しています。実際に、同社の社会貢献活動支出額は69億9,500万円と、国内ト
ップクラスです。また、生木を伐採せずにそのまま葉タバコの乾燥施設として利用する「ライブバーン」と呼ばれる工法をマラウイ
などで導入するなど、製造工程においても環境負荷低減に取り組んでいます。 
 3位はデンソーで第9回（2015年版）以来のトップ3入りとなりました。人材活用は68位だったものの、環境13位、企業統
治＋社会性31位、財務12位と他部門が順位を押し上げました。同社は2006年に社会貢献活動基本方針を定めるなど、地域社会
との連携を重視してきました。自然災害などの被災地には、金銭や物資による支援に加えて、災害ボランティアセンターの運営支援
や災害ボランティアコーディネーターの育成・派遣も行っています。また、本社を構える愛知県刈谷市と防災総合協定を締結し、平
時より防災に関わる人材の育成で連携しています。従業員の社会貢献意識の向上にも取り組み、ボランティア参加者数・同休暇取得
者数はそれぞれ49,720人・3,587人と高水準です。 
 今回の調査では、男性育児休業取得率の平均値が63.9％と、前々回調査から26.2ポイント上昇しました。一方、1週間以内の短
期取得の割合は前回調査から減少しました。また、企業のGHG排出量を示すスコープ1（企業が直接排出するGHG）およびスコー
プ2（企業が間接的に排出するGHG）の平均値は、いずれも前回調査から減少しました。さらに、スコープ3（原材料仕入れや販売
後に排出される GHG）も減少傾向にありました。これらの結果から、企業が人材活用および環境対応の取り組みを進めていること
が明らかになりました。 
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本件に関するお問い合わせ先 
株式会社東洋経済新報社データ事業局 財務・企業評価チーム、『CSR企業総覧』編集部 担当：村山、伊東 
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（注）「CSR企業総覧（雇用・人材活
用編）（ESG編）」2023～2025 年版
掲載情報（各調査期間は 2022 年～
2024 年各年の 6～10月）。（集計対
象）男性育児休業取得率：2023 年版
610社、2024 年版 760社、2025
年版 1031 社。同 1週間以内取得率：
2023 年版 526社、2024 年版 656
社、2025 年版 655 社。スコープ 1：
2024 年版 757社、2025 年版 801
社。スコープ 2：2024 年版 765社、
2025 年版 803社。 

 

 



 

 

 
 

ランキング説明 
 
東洋経済「ＣＳＲ企業ランキング」について 
東洋経済新報社「財務・企業評価チーム」が作成。対象は『CSR企業総覧（雇用・人材活用編）（ESG編）』2025年版掲載の1715
社（上場1622社、未上場93社）。調査は2024年6～10月に実施。CSR分野の「人材活用」（100点満点）、「環境」（同）、「企業統
治＋社会性」（「企業統治」と「社会性」の合計で100点満点）の3つ（計300点満点）に、「財務」（収益性、安全性、規模、各100
点。計300点満点）を加え、総合ポイント600点満点で評価。「財務」以外の項目は基本的にアンケート内容を基に評価している。た
だし、一部アンケート未回答でも公開情報のみで評価を行っている企業もある。評価は原則として加点方式で行い、回答内容による減
点はない。「人材活用」「環境」「企業統治＋社会性」の得点はトップ企業を100点に調整。「財務」は多変量解析の主成分分析手法を用
い、収益性、安全性、規模の3つの分野で評価している。 
銀行、証券、保険、その他金融、未上場（上場企業の主要子会社、調査時点以降の上場廃止企業、財務情報開示企業は除く）などは総
合ランキングの対象から除外している。「財務」以外の各データは『CSR企業総覧（雇用・人材活用編）（ESG編）』2025年版に掲載。 
 
各分野の評価項目（太字は今回、追加項目） 
〔ＣＳＲ評価〕 
【人材活用】1. 女性従業員比率、2. 男女別賃金、3. 世代別女性従業員数、4. 離職者状況、5. 年間総労働時間の開示、6. 残業時間・
残業手当、7. 残業削減の取り組み、8. 30歳平均賃金、9. 外国人管理職の有無、10. 女性管理職比率、11. 女性部長比率、12. 女性役
員比率、13. ダイバーシティ推進の基本理念、14. 多様な人材登用部署、15. 多様な管理職登用（比率）の目標値、16. 障害者雇用率
（実績）、17. 障害者雇用率の目標値、18. 65歳までの雇用・定年後の就業機会、19. 正社員の定年年齢、20. LGBTへの対応、21. 有
給休暇取得率（最新年度）、22. 産休期間、23. 産休取得者、24. 育児休業取得者、25. 男性の育児休業取得者数・取得率、26. 配偶者
の出産休暇制度、27. 介護休業取得者、28. 看護休暇・介護休暇、29. 退職した従業員の再雇用制度、30. ユニークな両立支援制度、
31. 勤務形態の柔軟化に関する諸制度、32. テレワークの導入、33. 副業・兼業、34. ハラスメント防止、35. 従業員のインセンティ
ブを高めるための諸制度、36. 労働安全衛生マネジメントシステム、37. 労働安全衛生分野の表彰歴、38. 労働災害度数率、39. メン
タルヘルス休職者数、40. 人権尊重等の方針、41. 人権尊重等の取り組み、42. 中核的労働基準を尊重した経営、43. 人権デューデリ
ジェンスの取り組み、44. 能力・評価結果の本人への公開、45. 従業員の評価基準、46. 1人当たり年間教育研修費用・時間、47. 従業
員の満足度調査、48. キャリア形成支援、49. 新卒入社者の3年後定着度、50. 発生した労働問題の開示 
 
【環境】1. 環境担当部署の有無、2. 環境担当役員の有無、3. 環境担当役員の担当職域、4. 環境方針の文書化の有無、5. 環境会計ある
いはそれに準ずるものの有無、6. 環境会計あるいはそれに準ずるものにおける費用と効果の把握状況、7. 環境データ・環境会計データ
等の開示（パフォーマンスの開示状況）、8. 環境監査の実施状況、9. ISO14001取得体制、10. ISO14001取得割合（国内・海外）、
11. グリーン購入体制、12. 事務用品等のグリーン購入比率、13. 原材料のグリーン調達、14. 原材料調達の取引先対応、15. 環境ラ
ベリング、16. 土壌・地下水の汚染状況把握、17. 水問題の認識、18. 環境関連法令違反の有無、19. 環境問題を引き起こす事故・汚
染の有無、20. 環境問題に関する苦情の有無、21. 環境分野・CO2排出量等削減に関する中期計画の有無、22. スコープ3、23. 炭素
利益率（ROC）、24. 温室効果ガス（スコープ1+2）排出量削減、25. 廃棄物等総排出量削減、26. 2023年度の環境目標・実績、27. 
気候変動対応の取り組み、28. 気候変動に関するシナリオ分析、29. 再生可能エネルギーの利用、30. カーボンプライシングの認識、
31. 環境関連の表彰歴、32. 環境ビジネスの取り組み、33. プラスチック削減の取り組み、34. 事業活動による生物多様性への影響の
把握、35. 生物多様性保全に関する取り組み、36. 生物多様性保全プロジェクトへの支出額 
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【企業統治】1. 中長期的な企業価値向上の基礎となる経営理念、2. CSR活動のマテリアリティ設定、3. ステークホルダー・エンゲー
ジメント、4. 活動報告媒体における第三者の関与、5. 英文での活動報告、6. CSR担当部署の有無、7. CSR担当役員の有無、8. CSR
担当役員の担当職域、9. CSR方針の文書化の有無、10. IR担当部署、11. 法令順守関連部署、12. 国内外のCSR等関連基準への参加
等、13. 内部監査部門の有無、14. 内部通報窓口（社内・社外）設置、15. 内部通報者の権利保護に関する規定制定、16. 内部通報件
数、17. 公正取引委員会からの排除措置命令等・他、18. 不祥事などによる操業・営業停止、19. コンプライアンスに関わる事件・事
故による刑事告発、20. 海外での価格カルテルによる摘発、21. 海外での贈賄による摘発、22. 汚職・贈収賄防止の方針、23. 政治献
金等の開示、24. 内部統制の評価、25. 相談役・顧問制度の状況についての開示、26. 社外取締役による経営者評価、27. 任意を含む
指名・報酬委員会等の設置、28. ESG等関連指標の役員報酬への反映、29. 情報システムに関するセキュリティポリシーの有無、30. 情
報システムのセキュリティに関する内部監査の状況、31. 情報システムのセキュリティに関する外部監査の状況、32. 情報セキュリテ
ィに関する教育・社内浸透の取り組み、33. プライバシー・ポリシーの有無、34. リスクマネジメント・クライシスマネジメントの体
制、35. リスクマネジメント・クライシスマネジメントに関する基本方針、36. リスクマネジメント・クライシスマネジメントに関す
る対応マニュアルの有無、37. リスクマネジメント・クライシスマネジメント体制の責任者、38. BCM構築、39. BCP策定・想定、
40. リスクマネジメント・クライシスマネジメントの取り組み状況、41. 企業倫理方針の文書化・公開、42. 倫理行動規定・規範・マ
ニュアルの有無 
 
【社会性】 1. 消費者・取引先対応部署の有無、2. 社会貢献担当部署の有無、3. 商品・サービスの安全性・安全体制に関する部署の有
無、4. 社会貢献活動支出額、5. NPO・NGO等との連携、6. ESG情報の開示、7. 投資家・ESG調査機関等との対話、8. 消費者・取
引先からのクレーム等への対応マニュアルの有無、9. 消費者・取引先からのクレームのデータベースの有無、10. ISO9000Sの取得割
合（国内・海外）、11. ISO9000S以外（独自等）の品質管理基準、12. 地域社会参加活動実績、13. 教育・学術支援活動実績、14. 文
化・芸術・スポーツ活動実績、15. 国際交流活動実績、16. サステナブル調達の実施、17. サステナブル調達の取り組み事例、18. 取
引先に対する基本方針、19. 紛争鉱物の対応、20. SDGsの目標への意識、21. SDGsの目標達成基準、22. SDGs17の目標対応状況、
23. 社会課題解決ビジネスの取り組み、24. 海外での社会課題解決の活動等、25. ボランティア参加・休暇、26. ボランティア休職・
青年海外協力隊参加、27. マッチング・ギフト、28. ボランティア休暇制度等の従業員への周知、29. 従業員向けの社会課題解決への
関心を高める取り組み、30. プロボノ支援、31. CSR関連の表彰歴、32. 自然災害・パンデミック等への支援 
 
〔財務評価〕 
【収益性】1. ROE（当期利益÷自己資本）、2. ROA（営業利益÷総資産）、3. 売上高営業利益率（営業利益÷売上高）、4. 売上高当期利
益率（当期利益÷売上高）、5. 営業キャッシュフロー 
 
【安全性】1. 流動比率（流動資産÷流動負債）、2. D／Eレシオ（有利子負債÷自己資本）、3. 固定比率（固定資産÷自己資本）、4. 総資
産利益剰余金比率（利益剰余金÷総資産）、5. 利益剰余金 
 
【規模】1. 売上高、2. EBITDA［税引き前利益+支払利息（キャッシュフロー計算書掲載）+減価償却費（同）］、3. 当期利益、4. 総資
産、5. 有利子負債 
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